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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

〇市内22中学校には、約200の運動部活動がある。しかし、少子化による生徒数の減少、それに伴う教職員数の減少により、令和元年から１０部活ほどが休部なら

びに廃部となっている。また、複数の教員で部活動の顧問をすることが困難になってきている。生徒数の減少により、競技によっては単一校で試合に参加することができな

い学校も増えてきており、合同チームによって試合参加が可能となる現状がある。

〇主な取り組みの柱として、①～③の３つを柱として地域連携・移行に取り組んでいる。

①部活動指導員配置支援事業による学校部活動と地域の連携

②総合型地域スポーツクラブによる、中学校部活動の地域移行

③各競技団体協会主催による、休日練習会の開催

人口 308,248人 部活動数 201部活

公立中学校数 22校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 7,499人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定済



3

２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

 教育委員会（指導課）

各団体との連携、委託契約の締結、契約に基づく事業の指導助言、

報告の受理および委託費の支払い等、実質的運営に関わる事務全

般

 首長部局（スポーツ課）

「四日市市部活動在り方検討会」への参画

●運営体制図（四日市市）

総合型地域スポー
ツクラブ

（3クラブ）

市立中学校
3校

四
日
市
市

業務委託 地域クラブ活動
へ参加

各競技団体協会
（２団体）

市内中学校
対象生徒

 教育委員会（学校教育課）

教職員の兼職兼業について、兼職兼業の許可を含めた適切な勤務管

理について提案、周知する

時期 事項
4月 総合型地域スポーツクラブ拠点校における実施、拠点型活動の活動開始（剣道、野球、吹奏楽）
5月 市内スポーツ協会・各種競技団体、総合型地域スポーツクラブとの会議①

市役所内ワーキング部会①（教育委員会 スポーツ課 文化課）
６月 第１回検討会の開催（方針の確認）
８月 市内スポーツ協会・各種競技団体、総合型地域スポーツクラブとの会議②
9月 市役所内ワーキング部会②（教育委員会 スポーツ課 文化課）
11月 市内スポーツ協会・各種競技団体、総合型地域スポーツクラブとの会議③
12月 中間検査対応
1月 第2回検討会の開催（進捗状況の報告等、中間まとめ、検討事項の精査等）
2月 第3回検討会議の開催（成果報告）
３月 事業完了報告書・成果報告書等の作成
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 ３校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 陸上競技、バレーボール、サッカー、軟式野球、ソフトテニス、バスケットボール、卓球、剣道、

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

３９部活

拠点校名 四日市市立楠中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

６部活

地域クラブ活動で実施
した種目

陸上競技、バレーボール、軟式野球、ソフトテニ
ス、卓球、サッカー

運営主体名 楠スポーツクラブ

運営類型 ※注2 地域スポーツ団体等運営型（総合型地域ス
ポーツクラブ運営型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

各競技：月4回～10回程度

指導者の主な属性 地域指導者

活動場所 四日市市立楠中学校

主な移動手段 自転車・徒歩

１人あたりの参加会費等
（年額）※注3

なし

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例 ※注1

●運営体制図（四日市市）

楠スポーツクラブ
楠中学校
生徒

四
日
市
市

業務委託 地域クラブ活動
へ参加
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

総合型地域スポーツクラブの３クラブと拠点型として取り組む競技団体の３団体の運営体制の整備や人材確保など、持続可能な運営ができる

組織体制の整備を行う。取組事項

各団体の業務として、以下のようなものに取り組むことについて合意形成を図り、各団体の運営体制の整備を行うことができた。

（１）指導者マネジメント・・・指導者確保、指導者に対する指導、研修

（２）指導者謝金、交通費管理・・・指導日、時間の確認、指導者交通費の確認、指導者謝金等に対する源泉徴収処理

（３）運営費管理・・・予算内において、指導者謝金、交通費、会場費、消耗品費等の管理

（４）会場確保・・・拠点型においては、学校施設以外の利用の際、予約、支払い手続き等の処理

また、行政側の主管担当である教育委員会指導課においては、以下のような業務にあたり連絡調整・指導助言体制の整備を行うことがで

きた。

（１）国の実証事業への報告文書作成・・・各地域クラブが作成した書類を確認し、県教委へ報告

（２）予算の確保について・・・次年度予算に向け、今年度の実績を基に予算を作成

（３）指導員関係等業務・・・月報告の処理、新規指導員への指導の支援等

（４）各地域クラブとの連絡、業務等の日常的な確認

（５）今後の地域移行拡充に向けた市内全域への調査等

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

事業拡大に伴い、業務量が増加し、教育委員会指導課の他業務に支障をきたす状況がある。また今年度の国の実証事業の建付けと現場レ

ベルの実態が一致せず、各実施団体に対応の負担を強いることもあった。また年度予算作成時点では、各地域クラブの課題が十分に把握でき

ず、予算に反映することができなかった。あわせて国として、市としても行政の事業をいつまで行うか、どの規模で継続していくかの予測が困難であり、

行政とは別の財源の柱を模索する必要がある。市内全校児童生徒（小学校高学年、中学生）とその保護者、中学校教員、スポーツ・文化

活動、指導に携わる指導者等への調査について、教育委員会指導課では、困難である。

来年度、詳細な現状把握に向けて外部委託による調査研究を実施し、それに基づく現状把握をベースに対応策を実施していく。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

人材の発掘・マッチング・配置に関する取組として、スポーツ協会、競技団体等と連携し、指導者を確保する。

取組事項

今年度、指導者人材の発掘・配置についての枠組みは確立できていない。実際の人材確保についてはそれぞれの実施運営団体に委託して

いる。総合型地域スポーツクラブについては、地域の少年団等で指導を行う指導者を中心に中学生の指導にあたった。拠点型活動について

は、各競技団体、協会等から指導者を確保し、中学生の指導にあたった。指導を希望する教員については、兼職兼業届を提出し、指導を

行った。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今年度は取り組みの初年度だった団体もあり、指導者の確保に時間を要し実際の指導活動開始が遅れたこともあった。団体内で指導者を確

保していく方針は変わらないが、人材発掘・確保の段階での課題がある場合は各団体と連携し、その解決策を模索する。

指導者の質の確保においては、指導者マニュアルを教育委員会が作成し、提供した地域クラブもある。来年度以降も、初年度の取り組みの団

体にはそのような案内を実施し、団体として指導者の質の確保を自立して進めていけるための支援を行う。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

スポーツ協会、各競技団体、協会等と連携に関する取組として、民間施設の利用などについて連携する。

取組事項

各総合型地域スポーツクラブ、各競技団体、協会等との連携を進める中で、施設・設備・備品等の利用についての必要性について挙がること

はあったものの、実際の施設利用の取り決めなどを首長部局が策定するには至らなかった。また、備品等については、管理場所等の確保（学

校施設内に倉庫等を設置する。）が困難であったため、次年度以降の課題となった。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

市の部活動在り方検討会での協議をもとに、地域移行推進ワーキンググループでの実務において、市内運動施設の利用について、予約方法、

廉価な価格設定など、実際にどのような規約を作成すべきか、スポーツ課、スポーツ協会、各競技団体、協会と協議を進める。今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：エ：面的・広域的な取り組み

拠点型活動（剣道、軟式野球）において、複数の中学校の生徒が、１か所あるいは、複数個所に集まり活動を行う。

取組事項

剣道、軟式野球の両方において、毎回約50名ずつが参加し、専門的指導を受けら

れる機会が増加した。月に1回程度、市内の全剣道部・軟式野球部を休みとし、顧

問教員合計約60名（剣道8校×顧問2名+軟式野球22校×顧問2名）が休養

を取ることが可能となった。そのことで、1年間で約2,880時間（60名×1回4時間

×12回実施）の勤務時間縮減につながった。

また、練習会に参加した生徒の満足度については、およそ9割の生徒が、本活動に

対し満足もしくはやや満足という回答をしている。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

各競技団体協会主催による、休日練習会の開催」については、練習会開催日は、市内中学校の同種の部活動は休日とし、参加生徒の活動

の場を保障するとともに、教員の働き方改革につなげた。

特に
工夫した
事項

月ごとの事務処理量、会計管理、指導者謝金等に対する源泉徴収処理、会場確保等、事務負担が非常に大きい。兼職兼業の職員または

教職員が限られた時間と専門性の中で対応するには限界があるため、団体内のマネジメント機能の向上または人員の確保が必要である。今後

に向けて、事務処理全般にあたる人員確保のための予算準備を行うとともに、行政からの支援・助言を的確に行うことが必要である。

また、今年度市内２団体であった活動競技団体を増やし、より多くの種類の競技における、より多くの生徒の活動機会の確保につなげる。

今後の
課題と
対応方針

59%
32%

4%
0% 5%

地域クラブ活動満足度

満足

やや満足

どちらでもない

やや不満

不満



9

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：オ：内容の充実

生徒の多様なニーズに応じた取組として、総合型地域スポーツクラブと連携し、生徒の志向に適したスポーツや文化活動に親しむ機会の確保に取

り組む。
取組事項

３つの総合型地域スポーツクラブで、合計１８名の指導者が指導に当たり、その分中学生が専門的指導を受けられる機会が増加した。その内

１つのクラブについては、連携する拠点となる中学校の７部活動のすべての活動をカバーする取り組みが可能となり、全校生徒の活動の場を確

保することができた。その他２つのスポーツクラブにおいても、それぞれ複数の部活動が学校から移行され活動を開始できた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・総合型地域スポーツクラブの活動実施において、平日の指導を行う教員との連携等の時間を総合型地域スポーツクラブが積極的に作り、各活

動の指導者間で連携の取りやすいツール（連絡ファイル、ＳＮＳ）を作り、指導を行った。

特に
工夫した
事項

指導者確保が難航し、開始時期が遅れた地域クラブもあった。地域指導者の「学校部活動」の良さの継承とともに、指導におけるリスク管理等

への不安がある。事務業務の多さが想定以上であり、それに対する対価を求める声もある。兼職兼業の職員が運営業務にあたるクラブもあり、

部活動地域移行として、教員の働き方改革の担い手としての負担にしか感じられないとの声もある。

学校、地域クラブ、教委が定期的に会議を持ち、進捗状況と課題解決を協議するケースもあったため、どのクラブにおいてもその開催を進める。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

地域クラブ活動に係る収支を踏まえた会費の適切な設定・徴収方法の検討や、保護者負担経費の調査・検討を関係競技団体と連携し行う。

取組事項

今年度は、実証事業の確実な実施が主たる取り組みとなり、四日市市部活動の在り方検討会での話題に保護者負担経費の件が挙がること

はあったものの、収支状況の把握ならびに会費の設定にかかる具体的な検討までは進むことができなかった。現状は行政からの委託事業費で賄

われている状況にあり、最優先課題とはなっていない。また、校内の連携・移行が進んでいる一部の活動のみ保護者負担としたりする事はできな

いため、一律に負担を求めることをせず、受益者負担以外の財源確保について、今後、協議会で検討していく。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

来年度、あらためて保護者負担経費にかかる関係者への調査を行い、負担感の限界額等の把握を進める。また、それらに基づく行政支援のあ

り方の検討を進める。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

学校の施設・設備・備品等を使用して、地域スポーツクラブ活動を実施する際の利用ルール（施設・設備・備品等の利用範囲や破損・紛失した

場合の対応、施設の開閉手段・方法を含む）を策定する。
取組事項

各総合型地域スポーツクラブ、協会等団体との連携を進める中で、施設・設備・備品等の利用については、市の運動施設開放団体規則に

則って運用している。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

市の部活動在り方検討会での協議をもとに、地域移行推進ワーキンググループでの実務において、実際にどのような施設利用における連携が可

能か、スポーツ課、スポーツ協会、各競技団体との協議を進める。

また各団体が実際に活動を展開する中で、施設等利用について課題が見つかった場合には、施設管理者と連携し解決策を模索する。

破損・紛失した場合の修繕、弁償等の対応について、現行の市所有施設の利用規定等を確認するとともに、他自治体等の先行事例を収集し、

実際の利用ルール策定に生かすこととする。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

四日市市部活動在り方検討会（協議会）資料 学校側による保護者・生徒への周知広報文書
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

拠点型活動（軟式野球）実施団体による周知広報文書
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

拠点型活動（軟式野球）活動風景 拠点型活動（軟式野球）活動風景

拠点型活動（剣道）活動風景 拠点型活動（剣道）活動風景
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

協議会設置、検

討開始

受け皿団体の選

定、拠点校の選定、

先行団体の実施

学校現場との調整

生徒、保護者への

説明

地域クラブ活動の

本格実施開始

地域クラブ活動の

拡大

●協議会構成員：外部有

識者、中学校長会代表、中

学校教頭会代表、三重県中

学校体育連盟三泗支部支

部長、三重県中学校吹奏楽

連盟会長、総合型地域ス

ポーツクラブ代表、楠スポーツ

クラブ代表、楠中学校、教職

員代表、教育委員会、スポー

ツ課

●経過：第1回令和3年11

月、第2回令和4年2月実施

●実施内容：四日市市部

活動ガイドラインの確認、総

合型地域スポーツクラブとの連

携、部活動指導員の配置に

ついて、本市における段階的

な地域移行の進め方について

等

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

●先行実施団体として、楠ス

ポーツクラブと楠中学校の連携を

令和3年に開始（令和4年は2

年目）

●まずはSC側が学校現場、部

活動の現場を知ることを重視し、

連携を開始。

●その中で、部活動指導に熱心

に取り組みたい教職員、休日に

休みをなかなか取らない教職員と

の意思疎通、実施方針の合意

形成が課題となった。

●実施内容：教員と連携し、指

導を実施。可能な活動から、指

導員が主導した練習活動を行っ

た。また、教員と指導員、SC事

務局との連携を進めるため、連絡

方法やツールの整備を開始した。

●ステークホルダー：

総合型地域スポーツクラブ３団体ー

３中学校生徒

拠点型活動２団体ー市内中学生

全員（軟式野球については野球部

所属生徒への周知）

連携校・競技に関係する教職員

活動に参加する生徒の保護者

●実施にあたって生じた課題：指導

者確保の難航による開始時期の遅

れ、地域クラブ指導におけるリスク管

理等への不安、事務業務の想定以

上の多さ 等多数

●実施内容：徐々に指導活動が

軌道に乗り、学校現場理解が進ん

でいることは継続を期待する。今後

総合型地域SCへ移行する競技を

増やすこと、拠点型活動で実施可

能な競技団体との連携の数を増や

すことを進める。

●ステークホルダー：

総合型地域スポーツクラブ４団体ー

４中学校生徒

拠点型活動４団体ー市内中学生

全員

連携校・競技に関係する教職員

活動に参加する生徒の保護者

●経過：令和5年度実証事業への

取り組みを踏まえ、5年度内に実施

団体の拡充を図った。

●実施内容：令和５年度の取り

組みを踏まえ、新たな団体に活動を

移行開始する。今後は、いまだカ

バーできていない地区・競技の生徒

への対応をどう実現するかの検討が

必要。
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

部活動指導員

拠点型活動

担当課

調査研究
令和8年に向

けた整備

本市の今後の流れ

総合型クラブ

任期5年を終えたら

地域指導者へ

・総合型クラブ

・拠点型活動

・地域クラブ

4名 21名 34名

くすぽ

さんさん

うつべ

モデル実施 3活動～ ６活動 ８活動

教育委員会指導課
スポーツ課・文化課


